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大学留学研修をおえて

農襲改良普及員研修生小枝 均

農業改良普及員の研修制度の中K、大学留学研修制度があり、その制度K基づき私は、とと北海道

大学教育学部社会教育研究室で、研修させていただいた。

大学留学研修制度は、普及員の資質の向上と農家の専門化K対応して専門担当分野の高度化をgざ

して、農林省と文部省の間で交渉が行ζ念われ、開立大学を中心に昭和38年から畜産、額芸、作物、

経営の部門を農学部で研修が開始され、昭和 42年Kは、教育学部になける研修も付け加えられ、機

械化の普及K伴~って昭和 4 3年κは、農学部での農業機械の研修もはじめられて現在K掛っている。
研修の現状をみると農学部への志望者がほとんどで、教育学部を志望するものは、数年I'Ll人ぐらい

という状態である。との傾向を普及体制の中で考えてみると、青少年担当普及への皆の考え方からも

1つの婆国をみるととが出来る。普及事業の三本柱の 1つとして重姿祝されている分野であるのK、

脊少年担当が、普及員の中では、あま b専門性を必要望とする分野とは認められていない点である。そ

の理由として、青少年担当は、ど〈少数を除いて(青少年専門技術員)は、一生涯青少年を担当する

までK念つてならず、他分野を専門としている者が一時的に青少年を担当する場合が多い。年輩普及

員は、話題が合わ念いという理由で担当したがら念いし、管少年自身がまた年輩普及員を嫌う場合が

多い。 ζの点は年筆普及員自身が若者ととととん付き合えないというととが理由である。普及員もや

はり家庭持ちであるし、家庭を大切Kする。混住化の増々進む中で青少年の他就業も多〈念って、集

会も必然的に夜が多〈念る。普及員全体で念るべく会合を分担して出席し、軽減の努力はするが、や

はb担当者Kか念りの過重負担と念っている。脊少年担当は、農業青年大学、 4Hクラブの交流会等、

事務的労働も相当多い。何年も続けて担当して自分の本来の専門分野担当K戻った時、専門分野の学

習を怠っていたわけで念いのK、技術が相当選れていたb勤をとり戻すのK時間を要する場合が多い。

とん念中で青少年担当は、一般的K若手普及員に磁って〈るという状態である。青少年担当も、将来

農業を担う農民と念るための総合的教育部門として位覆づけ、援かけ的担当でをく一生涯青少年専門

普及員としてやっていけるようにする必要望がある。普及活動の現場では、直接的生産分野担当は位霞

づいているのに青少年、普及方法、経営というのは疎外されている。まだ青少年分野は、直接的担当

がいるからまだよいが、普及方法は、生産技術指導についての理論とみられ軽視されがちだし、普及

方法の専門技術員以外は、専門担当が念〈増々疎外されている分野である。とれが教育学部への研修

志望者を少念くしている大き念理由である。普及活動は、各専門担当どとK技術がいかK農民に学習

されてい〈沙諸を常に考え、生産技術と普及方法とが統合されたものとして重視される必要がある。

そんな中で、私が左ぜ教育学部を志望したのかである。昭和 47年青森泉の普及員として採用され、

右も友もわから念い中で、 bりからの水田休耕転作が始められていた頃である。転作物と休耕回管理

を名目K現泊施認、という作業K走り廻ったのであるが、本当にこれが普及活動友のかという疑問、普

及計画を拡大解釈する念らば計画活動に入るだろうが、普及計画の形骸化等、普及計画活動が本当に

これでいいのだろうかという疑問から、教育的活動であるという普及事業を、農学部よ b教育学部で

学ぶ ζとで何か得られるのではないかとh う期待からである。
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最初教育学部をたずねるまでは、学校教育を中心とした研究をイメージしていて学校教育から何を

どう学んだらよいか不安に思っていた。と ζろがその不安は、たちどとろに消えたのである。私を受

け入れてくれたのが、 ζの社会教育研究窓で、さ字選tても農民教脊を中心Kした研究にカを入れていた

からである。しかも実証的K農村K出かけて農業生産級織の実態調査十てよる研究である。私の参加し

た調査は、務作地帯のトラクター、脊苗、田植、収穫等の作業を共同で行念っている生産組織で、月

形町と長沼町の農業機械利用組合、洞爺村の施設薗芸農家の調査、士別市Kなける水田減反による兼

業実態調査、いずれも面接質問紙法による 1 農家 2~3 時間のものである。大学留学研修でとの実態

諦交が一番大き念役割をはたしたといってよい。

とれらの実態調査を踏まえて、普及活動をとらえかえしてみると、生産組織の笑態にそぐわ念いと

らえ方をして指導している ζ とである。普及活動の中で生産組織の発展を考える場合氏、運営をうま

〈行なっていくアドバイスは、記舶の仕方や生産計爾の一般的指導しかしていない。それも生産技術

を中心としてとらえるので、例えば水稲の共同育活であれば、健笛育成技術を指導するととKよって

生産が上昇し、それKよって生産組織自体がうまく運営されてい〈という考え方Vてたつものが大多数で

ある。しかしこれは、一面的である。藤島君主のとの研究室報での生産総織分析からもわかるように、

生産組織内の構成農家は、規模、経営の内容、毒事業兼業問、家族構成の迷いがあって、機械導入の仕

方、品種の選定等K農家の志向が多様であるKもかかわらず一律の指導が行念われているのが現状で

ある。

普及活動K:j;~ける反復点として、農家を一般的十てとらえないで農家鏑々を大切にして、階層性を充

分みきわめて農家間矛!奮を把援し、生産組織K対する適格な助言が必要であるととを痛感した。

普及所の広地化は、農家の専門経営等十てよる技術の高度化K対応して、普及員の市町村駐在から 1ク

所K集会する広域体制によって、普及員の専門性を高めたといわれている。しかし、機動力の強化K

よって指導を保ったといわれている叡には、農家から普及員が訪関して〈れ念〈念ったと需〈。また、

普及員の集合と職階性が導入され、行政的しめつけが強化されたζと、それから専門担当の強化は狭

い専門分野十てなしとまられていやし念いか、研修も専門分野どとK行念われていて、専門と専門の関

連が分断されてきている。例えば、普及活動の体制jは、野菜、畑作、水稲、果樹、畜重量、農業経営、

青少年のようK専門担当分化によって、その指導が 1つ1つの専門分野で独自K行左われる。一方指

導を受ける農家の側では、都府県の場合複合腔営が多〈存在するKもかかわらず、野菜と7.k稲の複合

経営だとすると、野菜は専門普及員Kよって野菜毒事作的立場からの指導で、水稲も同じく専門普及員

Kよって水穏専作的立場からの指導を受ける ζ とtてなる。とのような普及所の専門分化体制では、複

合経営が普及活動で位置づかないばかbか農業基本法のねらいとする生産性の高い専門経営、規模拡

大等が中心となb最終的Kは、貧農切タ捨てを促進する方向Kつ念がっている。専門分化の欠点を、

広域化の集中性を利用して現在の所内の事務的打合ぜから、農民の立場で集団的討議すると占Kよョ

て専門分化したものが再統合され、とかく農民との距離が大きくなるのを防ぎ広域化の長所とする指

導伝達だけでなく、指導する内容が農民的経営K適正念ものであるととから出発するからである。

研修は、講義以上K農村調査や専門演習から普及活動K対する問題意識を形成するととが出来た。

また農学部での研修ではζのよう念問題意識を持っととが出来念かったであろう。

最後K、社会教育研究室の皆さんK大変b世話K念ったととに御礼申し上げる。
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